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茅ヶ崎市新型コロナウイルス感染症対策

政 策 パ ッ ケ ー ジ
令和５年度

第１弾
8億8,586万円

令和５年度の新型コロナウイルス感染症対策事業についてお知らせします。

【想定フェーズ】

 新型コロナウイルス感染症を取り巻く状況を的確に把握し、感染状況に応じた感染拡大防止に関する取り
組みや、療養者への切れ目ない支援を進めます。

 危機対応期に受けたマイナスの影響からの回復を目指し、事業者向けの経済対策、市民向けの生活対策を
継続して実施します。

 次に掲げる予算措置の内容を踏まえ取りまとめたものです。
令和５年度一般会計予算・令和５年度国民健康保険事業特別会計予算

感染拡大防止対策 ６億３万円柱１

医療提供体制の確保 ５億４,１７９万円

 自宅療養体制の整備
神奈川県と連携し、自宅療養者への療養支援などを実施します。
・ＬＩＮＥ、ＡＩコールを活用した新型コロナウイルス感染症患者のフォローアップ
・自宅療養者の健康観察等を行うための相談専用ダイヤルの運営
・軽症療養者の体調データ管理等を行うためのデータベースの運営
・パルスオキシメーターの貸与
・希望する自宅療養者に対する配食サービスの提供 など （２億５８５万円）

 新型コロナウイルス感染症に係る人員体制の強化
保健師・看護師等の派遣職員や会計年度任用職員を活用して人員体制を強化します。 （１億７,９１４万円）
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子どもの感染拡大防止対策 ４,８８１万円

 保育園・児童クラブ・子育て関係施設の感染拡大防止対策
公立保育園や認可保育所等・児童クラブ・子育て支援センターやファミリー・サポート・センターなどの子育て関係施設において、
マスクや消毒液等の衛生資材を整備します。 （４,３９６万円）

 このほか、乳幼児健康診査における感染拡大防止対策を実施します。

市民生活における感染拡大防止対策 ４５０万円

 国民健康保険被保険者に対する傷病手当金
国民健康保険に加入している方で、感染症に感染した方、または、発熱等の症状があり感染が疑われる方が、療養のため仕事がで
きない期間について、傷病手当金を支給します。 （４５０万円）

行政活動における感染拡大防止対策 ４９３万円

 市役所窓口等における感染拡大防止対策
市役所窓口のほか、小出支所や出張所等の出先機関の窓口で使用する消毒液等の衛生資材を整備します。 （３０２万円）

 このほか、社会機能維持事業を継続するための適切な検査、感染性産業廃棄物の適切な廃棄処理、非来庁による行政手続きの代替
手法への変更などを実施します。

 小・中学校の感染拡大防止対策
学校活動の着実な継続や感染防止の徹底のため、衛生環境の向上に必要な物品を購入します。 （４６７万円）

 検査体制の拡充
医療機関や民間検査委託等、地域での幅広い検査体制を整備します。 （７,４３９万円）

 医療提供体制整備支援事業
ゴールデンウィークに稼働する発熱診療等医療機関と調剤薬局に対して、協力金を支給します。 （４５０万円）

 感染症患者の入院勧告、就業制限、医療費の公費負担に関する審査等を実施し、引き続き、新型コロナウイルス感染症の発生予防
と患者からの二次感染の防止に取り組み、市民の健康を守ります。
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緊急経済・生活対策 ２億１４６万円柱２

事業者向けの経済対策 ２,２５９万円

 新型コロナウイルス対策特別融資資金利子補給金
神奈川県が実施した新型コロナウイルス対策特別融資を受けた事業者に対して、事業者が負担した利子相当額の利子補給を実施し
ます。 （１,８７９万円）

 企業移転・サテライトオフィス設置支援事業
市外から本市に本社移転、または、支社・サテライトオフィスを設置する事業者に設置費用の一部を補助します。また、移転・設
置に伴い市民を新たに雇い入れる場合や社員が転入する場合も補助を行います。 （３００万円）

 このほか、クラウドファンディング活用支援補助金、新型コロナウイルス感染症対策利子補給等基金への積み立てを実施します。
（８０万円）

市民向けの生活対策 １億７,８８７万円

 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う小児医療費助成事業
経済的・精神的な影響を強く受けている子育て世帯に対して、未来を担う子どもの健康を守る観点から、子どもの医療費を助成し
ます。 （１億１,４５７万円）

 新型コロナウイルス感染症対策生活資金利子補給金
新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に苦慮されている勤労者を支援するため、生活資金の融資を受けた方に対して、信
用保証料を補助するとともに、融資利率の一部の利子補給を実施します。 （３８万円）

 給食食材料費高騰対策支援事業
物価高騰等の影響により食材調達コストが上昇している学校給食について、これまで同様の質や栄養バランスを維持していくため
の食材購入費相当額を市が負担します。 （６,２９６万円）

 ウクライナ避難民人道支援金
避難を余儀なくされた方が、地域で安全・安心な暮らしを送り、侵攻により受けた被害からの回復を図れるよう、支援金を支給し
ます。 （９６万円）
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新型感染症強靭化対策 ８,４３７万円柱４

学校教育ＤＸの推進 ８,４３７万円

 ＧＩＧＡスクール構想事業
児童・生徒一人一台タブレット端末を有効に活用し、情報活用能力が一層育まれるよう、教職員のＩＣＴを活用した指導力向上の
ための研修を行います。また、家庭と学校を結ぶツールとして端末を活用し、学校教育のＤＸを推進します。 （８,４３７万円）


